
入 札 説 明 書

静岡県立美術館で使用する電気に係る入札公告に基づく入札等については、関係法令に定める

もののほか、この入札説明書等によるものとする。

１ 公 告 日 令和６年12月27日

２ 入札執行者 静岡県知事 鈴木 康友

３ 担当部局 〒422-8002 静岡県静岡市駿河区谷田53番２号

静岡県立美術館 企画総務課

電話番号 054-263-5858

e-mail soumuPMA-shizuoka@pref.shizuoka.lg.jp

４ 調達する産品等

(1) 入札番号 静美企第３号

(2) 調達する産品 令和７年度 静岡県立美術館で使用する電気

(3) 電気方式 交流３相３線方式

(4) 受電電圧 6,000ボルト

(5) 計量電圧 6,000ボルト

(6) 標準周波数 60ヘルツ

(7) 契約電力 620kW

(8) 予備線 なし

(9) 契約期間

ア 需給開始日 令和７年４月１日 午前０時

イ 契約期間 平成７年４月１日から令和８年３月31日まで

(10) 予定使用電力量（令和７年４月１日から令和８年３月31日までの使用量見込み）

1,341,000kWh

(11) 契約期間の電力消費計画

別紙１のとおりとする

なお、力率は100％とする。

５ 入札に参加する者に必要な資格に関する事項

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。

(2) 会社更生法（平成14年法律第154号）に基づき更生手続き開始の申立てが成されている者

（更生手続き開始の決定を受けている者を除く。）又は民事再生法（平成11年法律第225

号）に基づき再生手続開始の申立てが成されている者（再生手続開始の決定を受けている者

を除く。）でないこと。

(3) 公告日までに電気事業法（昭和39年法律第170号）第２条の２の規定に基づき小売電気事

業の登録を受けている者であること。

(4) 入札参加資格審査期日までに静岡県が発注する物品購入等に係る競争入札参加資格（営業

種目68その他）を有している者であり、かつ、この入札参加資格確認通知を受けている者。

(5) 入札時に静岡県の物品調達及び一般業務委託に係る入札参加停止基準（平成18年集用第

103号）に基づく入札参加停止期間中でないこと。



(6) 特別高圧または高圧の需要家への電気の供給実績があること。

(7) 静岡県電力の調達に係る環境配慮方針（令和６年10月30日改正）第６条に基づく判定の

結果、基準点数以上である旨の判定結果通知を受けた者であること。

(8) 次のアからキまでのいずれにも該当しない者であること。

ア 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律第77号。以下「法」と

いう。）第２条第２号に該当する団体（以下「暴力団」という。）

イ 個人又は法人の代表者が暴力団員等（法第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴

力団員」という。）又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者をいう。以下同

じ。）である者

ウ 法人の役員等（法人の役員又はその支店若しくは営業所を代表する者で役員以外の者

をいう。）が暴力団員等である者

エ 自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的を

もって暴力団又は暴力団員等を利用している者

オ 暴力団若しくは暴力団員等に対して、資金等提供若しくは便宜供与する等直接的又は

積極的に暴力団の維持運営に協力し又は関与している者

カ 暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有している者

キ 相手方が暴力団又は暴力団員等であることを知りながら、下請契約、資材又は原材料

の購入契約その他の契約を締結している者

６ 入札参加資格確認等

(1) 本入札に参加を希望する場合は、次により入札参加資格確認申請書（以下「申請書」とい

う。）及び入札参加資格確認資料（以下「資料」という。）を作成のうえ提出し、入札参加

資格の確認を受けなければならない。

なお、期限までに申請書及び資料を提出しない者又は入札参加資格がないと認められた者

は、本入札に参加することができない。

ア 提出期限 令和７年１月14日（火）午後５時まで

イ 提 出 先 上記３に同じ

ウ そ の 他 申請書及び資料は、各１部及び長３号封筒（簡易書留料金を含む切手460

円貼付）を併せて提出先に持参又は郵送（簡易書留に限る。）すること

とし、電送によるものは受付しない。

(2) 入札参加資格の確認は、申請書及び資料の提出期限の日をもって行うものとし、その結果

は令和７年１月21日（火）までに通知する。

(3) 申請書は、別記様式１により作成すること。

(4) 資料は次によるものとする。

ア 静岡県が発注する物品購入等に係る競争入札参加資格審査結果通知書（営業種目68そ

の他）の写し

イ 小売電気事業者の登録を受けていることを証明する書類の写し（電気事業法第２条の２

の規定による。）

ウ 電気の供給実績及び供給可能量が確認できる書類（写し可）

エ 静岡県電力の調達に係る環境配慮方針に基づく判定結果の写し

７ その他



(1) 申請書及び資料の作成及び申込みに係る費用は、提出者の負担とする。

(2) 入札執行者は、提出された申請書及び資料を入札参加資格の確認以外に、提出者に無

断で使用しない。

(3) 提出期限後における申請書又は資料の差し替え及び再提出は認めない。

(4) 提出された申請書及び資料は、返却しない。

(5) 提出された申請書及び資料は、公表しない。

(6) 申請書及び資料に用いる言語は日本語に限る。

８ 入札資格がないと認めた者に対する理由の説明

(1) 入札資格がないと認められた者は、入札執行者に対して入札参加資格がないと認めた理由

について説明を求めることができる。

(2) (1)の説明を求める場合には、令和７年１月27日（月）までに書面（様式自由）を持参す

ることにより提出しなければならない。

(3) 入札執行者は、説明を求められたときは、令和７年２月３日（月）までに説明を求めた者

に対して、書面により回答する。

(4) (2)の書面の提出先は、上記３に同じとする。

９ 仕様書、設計書及び入札書の交付

仕様書及び設計書（以下「仕様書等」という）及び入札書の交付を次のとおり行う。

(1) 交付期間 令和６年12月27日（金）から令和７年１月14日（火）まで（閉庁日を除

く。)の午前９時30分から午後５時00分まで

(2) 交付場所 申請書類等ダウンロードサービス（静岡県公式ホームページ電子行政サービ

ス）

(3) 交付方法 無料で直接配布する。

（郵送による配布を希望する者は返信用切手320円分を貼付した返信用封筒（定

形外Ａ４サイズ）を上記３まで送付すること）

10 仕様書等に対する質問受付期間及び回答書縦覧期間等

(1) 質問受付期間 公告の日から令和７年１月14日（火）まで（閉庁日を除く。）の午前９時

30分から午後５時00分まで

(2) 回答書縦覧期間 令和７年１月17日（金）から令和７年１月21日（火）までの午前９時

30分から午後５時00分まで

(3) 回答書縦覧場所 申請書類等ダウンロードサービス（静岡県公式ホームページ電子行政

サ－ビス）

11 入札

(1) 入札執行日時 令和７年２月６日（木）午後２時00分

(2) 入札執行場所 静岡市駿河区谷田53番２号 静岡県立美術館 講座室

(3) 入札書に記入する入札金額は、消費税及び地方消費税の課税業者であるか免税業者である

かを問わず、配布した仕様書等を基に積算した年額（消費税及び地方消費税の課税業者は、

同税分を含んだ額）に110分の100を乗じて、１円未満を切り捨てた金額を記載すること。

また、入札金額は月別計算書の太枠計に110分の100を乗じて、１円未満を切り捨てた金額

と等しくなるように記載すること。

(4) 各々の例を参考にして、入札書、入札書別紙及び月別計算書を作成すること。



(5) 発電費用等の変動に伴う料金単価の変更(以下｢燃料費調整｣という。)については、需要場

所が電力供給区域に含まれる旧一般電気事業者の適用する燃料費調整とすること。また、燃

料費調整が想定される場合も入札金額の算定にはこれを含まないこと。おって、「再生可能

エネルギーの固定価格買取制度」に基づく「電気事業者による再生可能エネルギー電気の調

達に関する特別措置法に基づく賦課金」も入札金額の算定にはこれを含まないこと。

(6) 入札執行回数は２回を限度とし、１回目の入札で落札者が決定しない場合には、引き続き

２回目の入札を実施する。

(7) 入札書、入札書別紙及び月別計算書は入札の回数別に分け、封書に入れ、その封皮に氏名

（法人の場合はその名称又は商号）、「２月６日開札（入札）[静岡県立美術館 電気の入

札書在中]」及び入札の回数を記入しなければならない。詳しくは入札書封緘方法を参考と

すること。

(8) １回目の入札で落札者が決定しない場合に、２回目の入札を辞退する者は、入札辞退届を

提出すること。郵送で入札書類を提出する者は、２回目の入札用の封書内に入札辞退届を封

入すること。詳しくは入札書封緘方法を参考とすること。

(9) 入札参加者は、代理人をして入札させるときは、委任状を持参させなければならない。

(10)入札者又はその代理人は、提出した入札書の書換え、引換え又は撤回をすることができ

ない。

(11)入札者又はその代理人が相連合し、又は不穏の挙動をする等の場合で競争入札を公正に

執行することができない状態にあると認めたときは、当該入札を延期し、又はこれを中止す

ることがある。

(12)入札書の受領期限

持参の場合 開札の日時

郵送の場合 令和７年２月５日（水）午後５時まで（簡易書留に限る。）

別途配布する「物品の購入及び製造請負に係る競争契約入札心得書」

（以下「物品心得書」という。）第６条第３項の規定は適用しない。

電送による入札は認めない。

12 開札

開札は入札の終了後、直ちに当該場所において、入札者又はその代理人を立ち会わせて行う。

ただし、入札者又はその代理人が立ち会わない場合においては、入札事務に関係のない県職員

を立ち会わせて行う。

13 入札の無効

次の各号のいずれかに該当する入札は無効とする。

(1) 公告等に示した入札に参加する者に必要な資格のない者及び虚偽の申請を行った者のし

た入札

(2) 入札参加者本人の氏名（法人の場合は、その名称又は商号及び代表者の氏名）及び押印又

は代理人が入札する場合の当該代理人の氏名及び押印のない入札書

(3) 委任状を持参しない代理人のした入札

(4) 所定の日時、場所に提出しない入札

(5) 入札金額の記載が不明瞭な入札書

(6) 談合その他不正行為により入札を行ったと認められる者の入札



(7) 同一事項の入札について、２以上の入札をした者の入札

(8) 同一事項の入札について、自己のほか、他人の代理人を兼ねて入札した者の入札

(9) 同一事項の入札について、２人以上の代理人をした者の入札

(10)前各号に定めるもののほか、指示した条件に違反して入札した者の入札

14 落札者の決定方法

(1) 予定価格の範囲内で、最低の価格となる有効な入札をした者を落札者とする。（ただし、

契約は落札額を構成する単価で行う。）

(2) 落札者となるべき同価格の入札をした者が２人以上あるときは、直ちに当該入札者にくじ

を引かせ、落札者を決定するものとする。

(3) (2)の同価格の入札をした者のうち、出席しない者又はくじを引かない者があるときは、

入札執行事務に関係ない職員に、これに代わってくじを引かせ落札者を決定するものとする。

15 再度入札

予定価格の制限に達した価格のないときは、直ちに再度の入札を行う。

16 入札保証金及び契約保証金

免除

17 契約書作成

(1) 契約の締結にあたっては、契約書を作成しなければならない。

(2) 落札者が需給開始日以前に契約を締結しないときは、その落札は効力を失う。

(3) 電子契約について

本契約について、契約の内容を記録した電磁的記録により締結することを希望する場合、

以下に定める事項による書類を提出するものとする。

ア 提出書類

（様式第１号）電子契約同意書兼メールアドレス確認書（上記９により交付）

イ 提出期限

令和７年２月６日（木）

ウ 提出方法

電子メールにて提出すること。

18 異議の申立て

入札した者は、入札後、入札説明書、設計書、仕様書、契約書式等についての不明を理由

として異議を申し立てることはできない。

19 支払方法

毎月支払いを行う。

20 資格審査に関する事項

資格審査に関する照会は、上記３に同じとする。

21 その他

(1) この入札による契約は、当該調達に係る令和７年度静岡県一般会計予算の成立を条件とす

る。なお、契約締結日は令和７年４月１日とする。

(2) 入札参加者は、契約書式及び仕様書を熟読のうえ、入札しなければならない。

(3) 契約書式及び仕様書は、上記３で配布するものとする。

(4) 入札説明書及び入札公告と物品心得書の規定が異なる場合は、入札説明書及び入札公告



の規定による。

(5) 契約手続において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。

(6) その他詳細不明の点については、静岡県立美術館企画総務課（電話番号054-263-5858）に

照会すること。



別紙１

電力消費計画

区分
予定最大電力

(Kw)
使用予定電力量(kwh)

４月 500 91,000

５月 500 105,000

６月 550 118,000

７月 600 126,000

８月 600 133,000

９月 550 128,000

10月 550 147,000

11月 500 127,000

12月 550 101,000

１月 550 75,000

２月 550 91,000

３月 400 99,000

合 計 1,341,000


